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第 1章 はじめに 

 発達性協調運動症（英語名はここに入れなくてよい？）は運動に影響を与える神経疾患

（例：脳性麻痺，筋ジストロフィー）がないにもかかわらず，協調運動技能の獲得や遂行が

困難な状態を言う(APA, 2013)．書字，道具の使用，スポーツがうまくできないなど，生活

場面に影響が出ることがある． 

 子どもの不器用については，不器用児症候群(clumsiness or the clumsy child syndrome)，

微細脳機能不全 (minimal brain dysfunction; MBD)，発達性失行症（developmental 

apraxia），知覚運動障害(perceptuomotor dysfunction)，運動学習困難(motor learning 

difficulty)，感覚統合障害 (sensory integration disorder)，DAMP 症候群 (disorder of 

attention and motor perception)など，様々な用語で説明されてきた(Gibbs et al., 2007)．

アメリカの精神医学会の診断基準 DSM-IV(APA，1994)で，発達性協調運動障害

(Developmental Coordination Disorder; DCD)が提起され，DSM-5でも同様の診断が挙げ

られている． 

 発達領域の作業療法士の多くは，DCD児にかかわってきたはずであるが，これまでそれ

が様々な診断名で表現されてきた可能性がある．特に作業療法領域では，DCDは感覚統合

障害ととらえて評価や介入を行ってきた例が多いであろう．このようなこともあり，作業療

法士が DCD児の評価や介入にどのように貢献できるのか，どのような評価や手段による介

入を用いているのか，十分整理されていなかった． 

 そこで，本ガイドラインでは，DCDに対して作業療法士が実施している評価や作業療法

介入について紹介し，それぞれがどの程度推奨できるのかについても説明する． 

 このガイドラインは，作業療法に特化した内容を示したものであり，DCDの病理，診断，

治療などについては，他の文献を参照していただきたい． 

 

文献 

American Psychiatric Association. (1994). Diagnostic and statistical manual of mental 

disorders (4th ed.). Washington, DC: Author. 

American Psychiatric Association  (2013) Diagnostic and statistical manual of mental 

disorders (5th ed.). Washington, DC: Author. 

Gibbs J, Appleton J, Appleton R: Dyspraxia or developmental coordination disorder? 

Unravelling the enigma. Arch Dis Child. 92(6):534-9. 2007 
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第 2章 ガイドライン作成の手順 

1．使用したデータベース 

 以下のデータベースにより文献検索を 2015 年 12 月までを基本として過去 10 年間に遡

って行ったが，重要な文献についてはそれ以外の期間も含めている． 

 ・MEDLINE 

 ・Pub Med 

 ・CiNii 

 ・医学中央雑誌 

 ・メディカルオンライン 

 

２．文献の蓄積とエビデンスレベルの決定 

文献の選択はランダム化比較試験（Randomized Control Trial: RCT）のシステマティッ

クレビュー，個々の RCT の論文を優先した．それが収集できない場合は，コホート研究，

ケース・コントロール試験などの論文，さらに，症例集積研究も参考とした．文献の選択後，

アブストラクトフォームを作成し文献愛用を吟味し以下のエビデンスレベルに分類した． 

 

「作業療法介入」のエビデンスレベル 

Level 内容 

1a ランダム化比較試験のメタアナリシス 

1b 少なくとも一つのランダム化比較試験 

2a 
ランダム割付を伴わない同時コントロールを伴うコホート研究（前向き研究，

prospective study，concurrent cohort studyなど） 

2b 
ランダム割付を伴わない過去のコントロールを伴うコホート研究（historical 

cohort study，retrospective cohort studyなど） 

3 ケース・コントロール研究（後ろ向き研究） 

4 処置前後の比較などの前後比較，対照群を伴わない研究 

5 症例報告，ケースシリーズ 

6 専門家個人の意見（専門家委員会報告を含む） 
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特に作業療法評価を扱った論文では以下の亜分類を用い判定した． 

 

「作業療法評価」を扱った論文の亜分類 

Level 内容 

1a 
新しい評価方法と gold standard とされる検査とを同時に行い，ブラインド（他方

の検査結果を知らせない）で検査の特性（感度と特異度，ROC曲線）を評価 

1b システマティックレビュー 

2a 
新しい評価方法と gold standardの両方を同時に行うのではなく，2つの異なる

グループにそれぞれの方法を施行して比較 

2b 
新しい評価方法と gold standardの両方を同時に行うのではなく，全員に新しい

検査法を施行し，過去のデータと比較 

3 新しい検査法のみを全員に施行し，比較はなし 

4 ケース検討 

 

３．推奨レベルの決定 

 推奨の決定は「Minds診療ガイドライン作成の手引2007」に記載されている「推奨の決

定」を参考とし，表のように日本作業療法士協会学術部ガイドライン班にて策定した基準

に従って決定した．策定基準は以下の通り． 

1) エビデンスレベル 

2) エビデンス数と結論のバラツキ 

3) 臨床的有用性 

4) 臨床上の適用性作業療法士の能力，地域性，保険制度 

5) リスクやコストに関するエビデンス 

 

「作業療法介入」の推奨グレード分類 

推奨グレード 内容 

A 行うよう強く勧められる 

B 行うよう勧められる 

C1 行うことを考慮してもよいが，十分な科学的根拠がない 

C2 行うように勧められている科学的根拠がない 

D 無効性や害を示す科学的な根拠がある 
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「作業療法評価」の推奨グレード分類 

推奨グレード 内容 

A１ 信頼性，妥当性があるもの 

A2 
一般的には推奨グレード A1（信頼性，妥当性があものる）である

が日本で標準化されていないもの 

B 信頼性，妥当性が一部あるもの 

C 
信頼性，妥当性は不明確であるが，学会や研究会などで推奨さ

れ使用されているもの 
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第 3章作業療法と関連した評価と推奨グレード 

発達性協調運動症(Developmental Coordination Disorder; DCD)児者への作業療法にお

いて評価は重要である．DCD 児者の評価では，そのスクリーニング，DCD 症状の評価，

DCD児者に併存しやすい問題の評価が必要である．そこで「１．発達性協調運動症児をス

クリーニングのための評価には何があるか？」，「２．DCDの判断，協調運動の問題を把握

するための評価は？」，「DCDと関連する諸機能の評価には何があるか？」のクリニカルク

エスチョンを挙げ，それぞれに対応する情報をまとめた． 

次にそれぞれのクリニカルクエスチョンに対応する情報を紹介する． 

 

１．発達性協調運動症(Developmental Coordination Disorder; DCD)児をスクリーニング

のための評価には何があるか？ 

DCD 児の評価の第一段階において，そのスクリーニングが必要である．DCD 児に関す

るコンサルテーションにおいて，Movement Assessment Battery for Children Checklist

や Developmental Coordination Disorder Questionnaire (DCDQ) などの質問紙が役立つ

ことが指摘されている(Kirby et al., 2014)．ここでは作業療法士が DCDや協調運動の問題

のスクリーニング，実態把握のために用いている評価を挙げる． 

 

■推奨 

① Developmental Coordination Disorder Questionnaire(DCDQ) 

発達性協調運動症 (Developmental Coordination Disorder; DCD) のある子どものスク

リ ー ニ ン グ に お い て Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire(DCDQ)(Wilson et al., 2000; Wilson et al., 2009) が用いられることが多い．

DCDQ`07が標準化され，ネット上でも紹介されているが，これは心理検査としての有用性

を 2000 年版よりもより高めたものである．DCDQ`07 は 5 歳～15 歳の子どもを対象とし

ている．15項目の質問に親が回答する．DCDQは様々な国で標準化されて用いられている

(Caravale et al., 2014)．日本でも協調運動評価に用いた研究が報告されている（瀬野ら, 

2012; 宮地＆中井, 2012; 水野ら, 2014)（推奨グレード A2) ．ただし、日本語版は許可なし

には使用できない段階にある． 

 

② Little Developmental Coordination Disorder Questionnaire (Little DCDQ) 

3-4 歳 の 子 ど も を 対 象 と し た Little Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire  (Little DCDQ) も標準化されている．これは 15 項目によって構成され，

親がチェックする．粗大運動スキルと微細運動スキルを評定する．Little DCDQは幼児期

の協調運動評価として高い信頼性，妥当性が確認されていることから推奨されるが、日本版

は開発されていない(Rihtman et al., 2011; Wilson et al., 2015)．(推奨グレード A2)． Little 

DCDQも日本では標準化されていない． 
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③ Movement Assessment Battery for Children Checklist (MABC chcklist) 

MABC-2 checklist (Henderson et al., 2007)は運動面に関する質問紙である．後述する

MABC-2 のキットに含まれている．親，教師，セラピストや他の専門家が使うことができ

るように作られている．Section A: 静的な動きそして/または予想できる環境，Section B: 

動的な動きそして/または予想できない環境，Section C: 動きに影響する運動以外の要因の

3セクションで構成されている．この質問紙は高い信頼性，妥当性が確認されている（推奨

グレード A2) ．このチェックリストも日本で標準化されていない． 

 

④ Adult Developmental Coordination Disorder/Dyspraxia Checklist(ADC) 

ADCは 16歳以上の青年，成人用の運動に関する質問紙である．回答者は本人である．子

どものころに関する質問 10 項目と現在のことに関する 30 項目によって構成されている．

この評価は高い信頼性，妥当性があることが確認されている (Kirby et al., 2010)．（推奨グ

レード A2) ．ADCも日本で標準化されていない． 

 

⑤ Motor observation questionnaire for teachers 

Motor observation questionnaire for teachers (MOQ-T) は教師向けのスクリーニング質

問紙である．MOQ-TはMovement Assessment Battery for Childrenや DCDQなどとの

基準関連妥当性が確認されており，感度は 82%，特異度は 62%であったことが報告されて

いる(Schoemaker et al., 2008)．（推奨グレード A2) 

 

⑥ 学校版感覚・運動アセスメントシート（運動面の評価) 

小学生を対象とした教師用の質問紙である（中山ら, 2012a)．通常学級の担任が観察した

授業中の生徒の様子に基づきチェックする．因子分析研究は実施されているが信頼性の検

証はまだなされていないが，自閉スペクトラム症児がこの質問紙によって高頻度に問題を

示すことが明らかになっている．(中山ら, 2012b)．（推奨グレード B) 

 

■エビデンス 

 DCDQの内的一貫性は十分であった(α=0.94)。 ロジスティック回帰分析による DCDの

感度は 0.85、特異度は 0.71であったことから判別性が高い(Wilson et al., 2009)．DCDQの

スコアとMABCのスコアの相関 (r = .55) 、VMIとの相関(r = .42) は基準関連妥当性を示

した(Wilson et al., 2009). DCDQは日本語版では DCDQのスコアと ADHD-RS-IVの総合

点との相関（ｒ＝−.41, p,0.001）が確認されている（Nakai et al., 2011)． 

Little DCDQは再検査信頼性 (r = 0.956, p < .001) 、内的一貫性 (Cronbach's alpha = 

0.94) が高いこと、構成概念妥当性は因子分析、定型発達児と発達障害リスク児のスコアの

有意から指示されている。判別分析は 15 項目全ての 2 群の判別性を示した(X2 = 38.02, p 
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= .001)。また、MABC-2 や VMIのスコアと相関が認められた.ロジスティック回帰分析で

妥当性が示され (X(2)(5) = 25.87, p < .001) 、ROC曲線から最適なカットオフポイントを

設定したところ、十分な感度(86%)（特異度-63%)が得られた（Wilson et al., 2015）．  

MABC-2 checklist (Henderson et al., 2007)は障害がある子どもとない子どもの判別にお

いて有意な差が認められ(p<0.001)、DCDQ'07 のスコアとの相関は有意であった (r(S) =-

0.38 and p<0.001)(Schoemaker et al., 2012）． 

学校版感覚・運動アセスメントシート（運動面の評価)の信頼性、妥当性の検証はまだな

されていない． 

 

文献 

Caravale B, Baldi S, Capone L, Presaghi F, Balottin U, Zoppello M. Psychometric 

properties of the Italian version of the Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire (DCDQ-Italian). Res Dev Disabil. 14;36C:543-550. 2014 

Henderson S, Sugden D, Barnett A: Movement Assessment Battery for Children 2nd edn. 

Examiner’s manual. London: Harcourt Assessment. 2007 

Kirby A, Sugden D, Purcell C. Diagnosing developmental coordination disorders. Arch 

Dis Child. 99(3):292-6. 2014  

Kirby A, Edwards L, Sugden D, Rosenblum S. The development and standardization of 

the Adult Developmental Co-ordination Disorders/Dyspraxia Checklist (ADC). Res 

Dev Disabil. 31(1):131-9. 2010 

宮地泰士, 中井昭夫 Developmental Coordination Disorder Questionnaire(DCDQ)日本語

版による高機能広汎性発達障害男児の協調運動機能評価. 脳と発達, 44, eS299, 2012 

水野 賀史, 大橋 圭, 宮地 泰士, 浅井 朋子, 今枝 正行, 中井 昭夫: DCDQ 日本語版を用

いた広汎性発達障害，注意欠如多動性障害における発達性協調運動障害併存についての

検討. 小児の精神と神経. 54巻 1号 84-85, 2014. 

中井昭夫, 川谷正男, 三橋美典, 吉澤正尹: Wilson Brenda: Developmental Coordination 

Disorder Questionnaire(DCDQ)日本語版の心理測定特性の検討. 脳と発達. 43巻 Suppl. 

PageS337, 2011. 

Nakai A, Miyachi T, Okada R, Tani I, Nakajima S, Onishi M, Fujita C, Tsujii M.: 

Evaluation of the Japanese version of the Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire as a screening tool for clumsiness of Japanese children. Res Dev Disabil. 

32: 1615-22. 2011 

中山茜，岩永竜一郎，十枝はるか：学校版感覚・運動発達アセスメントシートの開発～運動

面に対するアセスメント～. 感覚統合研究. 14: 35-40. 2012 

中山茜，岩永竜一郎，十枝はるか：学校版感覚・運動発達アセスメントシートを使った広汎

性発達障害児の運動面の評価～パイロットスタディ～. 感覚統合研究. 14: 41-46. 2012 
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Rihtman T, Wilson BN, Parush S. Development of the Little Developmental Coordination 

Disorder Questionnaire for preschoolers and preliminary evidence of its psychometric 

properties in Israel. Res Dev Disabil. 32(4):1378-87. 2011  

Schoemaker MM, Flapper BC, Reinders-Messelink HA, Kloet Ad. Validity of the motor 

observation questionnaire for teachers as a screening instrument for children at risk 

for developmental coordination disorder. Hum Mov Sci. 27(2):190-9. 2008 

Schoemaker MM, Niemeijer AS, Flapper BC, Smits-Engelsman BC. Validity and 

reliability of the Movement Assessment Battery for Children-2 Checklist for children 

with and without motor impairments. Dev Med Child Neurol. 54(4):368-75. 2012 

瀬野由衣, 岡田涼, 谷伊織, 大西将史, 中島俊思, 望月直人, 辻井正次: DCDQ日本語版と保

護者の養育スタイルとの関連. 小児の精神と神経. 52(2): 149-156, 2012. 

上田茜, 岩永竜一郎:学校版・感覚運動アセスメントシートの通常学級児のデータに基づく

因子分析～運動面の結果～ . 感覚統合研究. 15: 33-40, 2015 

Wilson BN, Creighton D, Crawford SG, Heath JA, Semple L, Tan B, Hansen S. 

Psychometric Properties of the Canadian Little Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire for Preschool Children. Phys Occup Ther Pediatr. 35(2):116-31. 2015 

Wilson, B.N., Crawford, S.G., Green, D., Roberts, G., Aylott, A., & Kaplan, B.. 

Psychometric Properties of the Revised Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire.  Physical & Occupational Therapy in Pediatrics, 29(2):182-202. 2009 

Wilson BN, Kaplan BJ, Crawford SG, Campbell A, Dewey D. Reliability and validity of 

a parent questionnaire on childhood motor skills. Am J Occup Ther. 54(5):484-93. 2000 

Wilson BN, Crawford SG, Green D, Roberts G, Aylott A, Kaplan BJ: Psychometric 

properties of the revised Developmental Coordination Disorder Questionnaire. 

Phys Occup Ther Pediatr. 29(2):182-202. 2009 
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Psychometric Properties of the Canadian Little Developmental Coordination Disorder 

Questionnaire for Preschool Children. Phys Occup Ther Pediatr. 35(2):116-31. 2015 

 

２．DCDの判断，協調運動の問題を把握するための評価は？ 

 DCDを評定する際に標準化された検査でその問題を確かめることができる (Kirby et al., 

2014)．ここでは DCDや協調運動の障害を把握する際に用いられている検査を挙げる． 

① Movement Assessment Battery for Children (MABC) 

MABC (Henderson & Sugden, 1992) またはMABC2（Henderson et al., 2007）は，協

調運動を評価する検査として，現在，世界的に最も広く使われている（中井, 2014)．発達性

協調運動症に関する研究の多くでMABCまたはMABC2が用いられている． 

MABC，MABC2では協調運動を「手先の器用さ」，「ボールスキル」，「静的・動的バランス」
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の 3領域で評価する． 

本邦においても MABC を用いた研究が実施されている．4～6 歳の幼児 194 名を対象と

して, M-ABC を用いてデータを分析し，幼児期の DCD を評価できることを示した（増田

貴人&七木田, 2002)．ただし、MABC2 はまだ日本で標準化されていない。（推奨グレード

A2) 

 

② Bruininks-Oseretsky test of motor Proficiency (BOT-2または BOTM) 

BOT2もエビデンスのある検査方法として推奨されている(中井, 2014)「細かい手の協調性」

「手の協調性」「身体協調性」「筋力と敏捷さ」「合計合成得点」の合成得点が算出できる．

BOT2 は多くの協調運動障害の研究で用いられている(Venetsanou et al., 2007) ．Short 

form of the Bruininks-Oseretsky Test of Motor Proficiency (BOTMPーSF)とMABCの併

存的妥当性と構成概念妥当性も確認されている(Spironello et al., 2010)．しかし、この検査

も日本では標準化されていない．（推奨グレード A2) 

 

③ Southern California Sensory Integration Test (SCSIT) 

感覚統合検査として開発されたが，協調運動を評価する項目が多く含まれている．再検査

法による信頼性分析では十分な信頼性が確認できない項目があるが，折半法では十分な信

頼性が得られた (Ayres, 1972)．また，成人の精神障害患者を対象に SCSIT の項目を選択

して実施したところ，妥当性が確認されている(Falk-Kessler et al., 1988)．SCSITも日本

では標準化されていない．（推奨グレード B) 

 

④ JPAN感覚処理・行為機能検査（JPAN） 

JPAN は日本で開発された日本版感覚統合検査である．JPAN には協調運動や Praxis を

評価する検査が多く含まれている．JPANには「姿勢・平衡機能」，「体性感覚」，「視知覚・

目と手の協調」，「行為機能」の 4 つの下位尺度があり，「姿勢・平衡機能」にはバランス，

「視知覚・目と手の協調」には手の巧緻運動，「行為機能」には Praxisを評定する項目が含

まれている．（推奨レベル A1) 

 

⑤ 日本版ミラー幼児発達スクリーニング検査 (JMAP) 

JMAP はアメリカで標準化されたMiller Assessment for Preschoolers (MAP)の日本で

の再標準化版である．JMAPの下位尺度には「基礎能力指標」，「協応性指標」，「言語指標」，

「非言語指標」，「複合能力指標」があり，「基礎能力指標」には基礎的な神経学的能力，「協

応性指標」では全身，手，口の協調運動，「複合能力指標」では，視覚-運動能力，運動企画

能力を評定する項目が含まれているため，これらによって協調運動障害をとらえることが

できる．これまでの研究で注意欠如多動症，自閉スペクトラム症の子どもには「基礎能力指

標」，「協応性指標」のスコアが低い子どもが多いことがわかっている（Iwanaga et al., 2000; 
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Iwanaga et al., 2006)． 

（推奨グレード A1) 

 

■エビデンス 

システマティックレビューにおいて、MABC2 の内的一貫性は 0.92-0.98、再検査信頼性

は 0.80、検査者間信頼性は 0.95以上、基準関連妥当性は 0.76-0.86となっており、信頼性，

妥当性は共に高いことが確認されている(van der Linde et al., 2015)．  

BOT-2の信頼性、妥当性のシステマティックレビューでは、内的一貫性は 0.93以上、再

検査信頼性は 0.80 以上、検査者間信頼性は 0.90 以上、構成概念妥当性は 0.80 以上、基準

関連妥当性は 0.51-0.75といずれも高いことが報告されている(van der Linde et al., 2015)．  

SCSIT は再検査法による信頼性分析では十分な信頼性が確認できない項目があるが，項

目ごとの折半法による分析では 0.47-0.99 で十分な信頼性が得られた (Ayres, 1972)．そし

て、全ての項目で定型発達児と発達障害児で有意な差（p<0.01）が認められた(土田, 1984)。

また，成人の精神障害患者を対象に SCSITの項目を選択して実施したところ，妥当性が確

認されている(Falk-Kessler et al., 1988)．  

JPAN のスコアの因子分析では、5 つの因子が抽出され、その中の「姿勢・平衡機能」、

「体性感覚」の2領域は構成概念妥当性が示されたことが報告されている（加藤ら, 2015a)。

また、JPAN の検査の級内相関係数は almost perfect(0.81-1.00)であり、Chronbach α係

数は JPAN全体で 0.75であった（加藤ら, 2015b). また、SCSITと比較した場合の基準関

連妥当性の検証ではJPANの4領域のスコアに中等度の基準関連妥当性が示された(加藤ら, 

2016a)．JPANの 4領域の内部相関は定型発達児では 0.19-0.42、発達障害児群で 0.30-0.49

であった(加藤ら, 2016b)．これらより、JPANの信頼性、妥当性は十分であると言える。 

JMAPには 5つの下位領域がある。その領域ごとの検査者間信頼性は 0.96-1.00、再検査

信頼性は 0.85-1.00、共に十分な信頼性が得られていた(土田＆岩永, 2003)。基準関連妥当性

は JMAP総合点と津守・稲毛式精神発達診断法総合点と有意な相関（r=0.44, p<0.01）が認

められていた(土田＆岩永, 2003)． 
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３． DCDと関連する諸機能の評価には何があるか？ 

■推奨 

① Handwriting Proficiency Screening Questionnaire for Children (HPSQ-C) The 

Handwriting Proficiency Screening Questionnaire 

HPSQ-C は子どもの書字機能に関する質問紙であり，高い信頼性と中等度の基準関連妥

当性が確認されている(Rosenblum & Gafni-Lachter, 2015)．（推奨グレード A2) 

HPSQは成人用の書字機能に関する質問紙であり，高い信頼性と妥当性が確認されてい

る（Rosenblum, 2008)．この検査は人で標準化されていない．（推奨グレード A2) 

 

③ Developmental Test of Visual Perception  (DTVP) 

DTVP（フロスティグ視知覚発達検査：Developmental Test of Visual Perception) は，

1966年に作成され，現在も臨床現場で使われている．その改訂版である DTVP-2では，内

容を改定し，信頼性・妥当性が構築され，対象年齢も拡大された．DTVP-2では，目と手の

協応，空間における位置，模写，図と地，空間関係，視覚閉合，視覚運動速度，形の恒常性

が評価される．さらに改訂版の DTVT-3が出版されている．  

DTVPはDCD児の視知覚の検査として用いられることが多い (Schoemaker et al., 2001; 

Dewey et al., 2011)．DTVPは信頼性，妥当性が高いことがわかっている (Brown & Hockey, 

2013)．DTVP フロスティッグ視知覚発達検査は日本語版が作成されているが、DTVP-2、

DTVP-3は日本で標準化されていない． 

（DTVP2，3は推奨グレード A2） 

 

④ Developmental Test of Visual-Motor Integration (VMI) 

VMI は「目と手の協応」の能力や，それに伴う視覚的な認知能力をみる検査である．妥

当性が確認されいている (Brown et al., 2009)．VMIも日本では標準化されていない． 

（推奨グレード A2) 

 

④ 重心動揺計 

重心動揺計は、対象者の平衡機能を客観的に評価するための測定器である。足底部に加わ
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る圧を複数箇所で測定し、その作用点である側圧中心を算出する。DCD児の平衡機能の評

価に重心動揺計が用いられている研究がある(Grove et al., 2007; Giagazoglou et al., 2015)．

（推奨グレード A1) 

 

⑤筋電図 

筋電図は古くからヒトの筋活動を捉える客観的手段として用いられている。これは筋肉

で発生する微弱な電場の変化を検出して、縦軸に電位、横軸を時間をとって図にしたもので

ある。これまで、筋電図は DCD児者の協調運動を捉える手段として用いられてきた。例え

ば、筋電図で DCD児は運動時に腹横筋、外腹斜筋、前脛骨筋などの準備的な収縮が少なか

ったことが明らかになっている（Kane & Barden, 2014）． 

(推奨グレード A1) 

 

⑥描画能力を評価するソフトウエア 

描画した時のはみ出し距離や速度，筆圧の値を測定し，描画能力を評価するソフトウェア

を用いて比較した．また，母指と示指には小型圧力センサーを装着して課題実施中の把持圧

を測定した（諫早ら, 2016)．（推奨グレード C) 

 

⑦Canadian Occupational Performance Measure (COPM) 

COPM は作業遂行に対するクライエントのとらえ方の継時的な変化を調べることを目的

に作られた個別的尺度である (Law et al., 1998)．DCD児の研究においても作業満足度の

測定に使用されてきた (Thornton, 2015)．DCDの国際臨床実践の推奨(Blank et al., 2019)

でも日常生活における遂行の問題を COPM でとらえることを勧めている（推奨グレード

A1) 

 

■エビデンス 

HPSQ-Cは内的一貫性は十分であった(α=.77). またHPSQ-Cによって書字困難児を有意

に識別できたことがわかっている (Rosenblum & Gafni-Lachter, 2015)．  

DTVP-2 と VMI及び Test of Visual Perceptual Skills-3rd edition (TVPS-3)のスコアに

有意な相関が認められ、内的一貫性は十分であった（>0.80）（Brown & Hockey, 2013）。

DTVP-3 の下位スケールの Cronbach alpha は 0.60-0.80 で３つの合成指数は全て 0.80 レ

ベルであった (Brown, 2016) 共に信頼性，妥当性が十分であることが報告されている．  

VMIは DTVP-2及び Test of Visual Perceptual Skills-3rd edition (TVPS-3)のスコアに

は中等度から高い内的一貫性が認められ、収束性妥当性があることが報告されている

(Brown et al., 2009)． 

重心動揺計による平衡機能測定は信頼性，妥当性が確認されている(望月＆峯島, 2000)． 

筋電図を用いて DCD 児者の筋の活動異常を捉えた研究が報告されている（Kane & 
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Barden , 2014; Geuze, 2005） 

描画能力を評価するソフトウエアについては妥当性、信頼性の検証はなされていない。 

COPMを子どもに適用したところ、内的一貫性は遂行度(0.73)、満足度(0.83)で十分であ

った（Cusick et al., 2007）。他の障害を対象とした研究でも十分な内的一貫性が確認されて

いる。 
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第 4章 作業療法の推奨グレードとエビデンスレベル 

発達性協調運動症(Developmental Coordination Disorder; DCD)への介入 

DCD児者への介入や支援は，大きく分けると障害志向型の介入と課題志向型の介入があ

るとされている．そこでクリニカルクエスチョンとして「１．DCDの障害を改善すること

を目指した介入は効果的か？」，「２．課題遂行に焦点を当てた作業療法は効果的か？」を挙

げた．また，作業療法士は DCD児者を取り巻く環境要因への働きかけを行うこともあるた

め，「３．子どもを取り巻く人への介入は効果あるか」というクリニカルクエスチョンも挙

げた． 

次にそれぞれのクリニカルクエスチョンに対応する介入について説明する． 

 

１．DCDの障害を改善することを目指した介入は効果的か？ 

■推奨 

①感覚統合療法 

感覚統合療法は，Ayres（1970）によって体系化された介入方法である．1970 年代より

作業療法士を中心に当時でいう学習障害児等（現在の診断基準に当てはめると異なる発達

症の診断を受ける子どもが含まれる可能性がある）に同法が適用されてきた．DCDに対す

る治療のレビューで感覚統合療法は他の方法と同じぐらいの効果があることがわかってい

る（レビュー, Mandich et al., 2001）．自閉スペクトラム症児に感覚統合療法の運動面への

効果が示されており(エビデンスレベル 2b; Iwanaga et al., 2014)、自閉スペクトラム症児

に併存する DCDに効果がある可能性が示唆されている． 

（推奨グレード B） 

  

②筋力トレーニング 

 DCD児に筋力トレーニングを実施したところ，筋力や静的バランスが改善したものの動

的バランスは改善しなかったことがわかっている(エビデンスレベル 2a; Kordi et al., 2016) 

また，DCD 児に対する筋力トレーニングを行ったケース研究で，BOT2 と COPM のスコ

アに改善が見られたとするものがある(エビデンスレベル 5; Menz et al., 2013)．よって、筋

力トレーニングは DCD児の一部の機能の改善に効果があると考えるべきであろう。 

 (推奨グレード B) 

 

③ゲームを使った訓練の効果 

粗大な動きを伴うビデオゲームの効果に関する研究報告は多い．WiiFit を DCD 児に実

施してもらったところ，運動遂行やバランスに改善が見られたことがわかっている（エビデ

ンスレベル 2a, Jelsma et al., 2013)．更に RCTでWiiFit実施群の DCD児や運動困難児は

コントロール群よりも運動スキルや自己の運動に関するとらえ方などが改善したことが分

かっている（エビデンスレベル 1b; Hammond et al., 2014)．DCD児の運動改善において
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は，アクティブビデオゲームなどへの取り組みにより運動スキルが上がることが示されて

いるものの課題指向型の介入ほど効果が上がらないことがわかっている（レビュー , 

Schoemaker & Smits-Engelesman, 2015)．アクティブビデオゲームを実施した群はコント

ロール群と比較して運動面に効果がなかったとの報告もある(Straker et al., 2015; Howie 

et al., 2016)．ゲームの質が改善と関係していることも報告されている（エビデンスレベル

4; Howie et al., 2016) 

（推奨グレード B) 

 

④運動イメージをさせるアプローチ 

 DCD児に運動イメージをさせるアプローチが試行されている。子どもに動きのタイミン

グの予測、動きの視覚的イメージ、心的リハーサルをやってもらうなどの内容が含まれてい

る（Wilson et al., 2016)。運動イメージを用いた訓練は知覚運動訓練と同等に効果があり，

中～高レベルの効果量があったことが報告されている(エビデンスレベル 1b; Wilson et al., 

2016)． 

（推奨グレード B) 

 

■エビデンス 

DCDに対する治療のレビューで感覚統合療法は他の方法と同じぐらいの効果があること

がわかっている（レビュー, Mandich et al., 2001）．自閉スペクトラム症児に感覚統合療法

を実施し、一般的な集団療育を受けた ASD 群と比較したところ，感覚統合療法を受けた

ASD 群の方が有意に協調運動、視覚-運動能力が改善したことが報告されている(エビデン

スレベル 2b; Iwanaga et al., 2014)．レビュー研究でも、感覚統合療法はエビデンスの強度

は弱いものの ASD児の運動スキルの改善に効果があることが言及されている（Weitlauf et 

al., 2017）。 

 DCD 児への筋力トレーニングの効果研究では、筋力や静的バランスが有意に改善した

ものの(それぞれ P <0.001、P <0.05)動的バランスは改善しなかったことがわかっている(P 

>0.05) (エビデンスレベル 2a; Kordi et al., 2016)．また，DCD児に対する筋力トレーニン

グを行ったケース研究で，筋力の向上は認められなかったものの BOT2、COPM、DCDQ

のスコアに改善が見られたとするものがある(Menz et al., 2013)． 

Wiiを用いたトレーニングの結果コントロール期間に比べMABC2やWii z-scoreが改善

した (F(2, 11) = 5.3, p = .025, ηp2=.49)。そして、MABC2, BOT2 の下位尺度スコアも有

意に改善していた(F(6, 7) = 12.4, p = .002, ηp2=.91). (Jelsma et al., 2014)。RCTでWii 

Fit の効果を見た研究では、Wii Fit を実施した DCD 群は BOT‐2 のスコアが改善した(P 

< 0.01), コントロール群では有意な改善が認められなかった．そして、WiiFit実施群のDCD

児や運動困難児はコントロール群よりも運動スキルや自己の運動に関するとらえ方などが

改善したことが分かっている（エビデンスレベル 1b; Hammond et al., 2014)． 
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運動イメージをさせるアプローチは効果量（r）が 0.84で知覚運動訓練（r=0.70）と同等

に効果があったことが報告されている(エビデンスレベル 1b; Wilson et al., 2016)． 
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２．課題遂行に焦点を当てた作業療法は効果的か？ 

■推奨 

①課題志向型アプローチ 

 課題志向型アプローチは協調運動の問題によって起こっている課題実施上のスキルを高

める療育で，神経運動課題訓練，日常作業遂行に対する認知オリエンテーション，イメージ

トレーニングなどがある (Smits-Engelsman et al., 2013)．課題志向型アプローチは(1)ク

ライエント中心、(2) 目標志向、(3)課題と文脈特異的、(4)クライエントの能動的取り組み、

(5)正常というより機能的、(6)移行に向けたクライエント/養育者の能動的参加が特徴である。 

課題志向型アプローチは，メタ分析で DCD介入の効果があることが示されている（エビ

デンスレベル 1a, Smits-Engelsman et al., 2013)。協調運動の問題がある子どもの短縄跳び

の動作を分析し，スキル獲得に必要な訓練を行って効果が見られたことが報告されている

（エビデンスレベル 5, 川俣, 2013)．メタ分析では，いくつかの研究で課題志向型アプロー

チの効果が示されていることがわかっている（Lucas et al., 2016)。 

（推奨グレード A) 

 

②日常作業遂行に対する認知オリエンテーション（the Cognitive Orientation to daily 

Occupational Performance; CO-OP） 

日常作業遂行に対する認知オリエンテーション(CO-OP)と通常の治療アプローチ問題解

決手段とを比較したところ，-１SD以下の運動能力の２１名の子どもでは CO-OP群のほう

が the Canadian Occupational Performance Measure (COPM), the Vineland Adaptive 

Behavior Scales (VABS)の「運動」領域，the Performance Quality Rating Scale (PQRS)

のスコアに改善が見られたことが明らかにされた(エビデンスレベル 2a; Miller et al., 2001)．

CO-OP によって DCD 児が改善するか通常の作業療法と比較したところ，認知戦略の変化

が両群で異なったことがわかり，作業遂行の問題を解決する際に CO-OPのような認知基盤

のアプローチは DCD児が認知的戦略を考える際に有効であることが示唆された（エビデン

スレベル 4, Sangster et al., 2005)．CO-OPを用いた介入により，HST，GAS，COPMな

どの評定スコアに改善が認められたことが報告されている(エビデンスレベル 2a, Thornton 

et al., 2016)． DCD児が Dynamic Performance Analysis（DPA）が介入によって影響を

受けるか検証したところ，Contemporary treatment approach(CTA)または課題特異的アプ
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ローチ(task specific intervention: TSI)では効果が有意ではなかったが 

（推奨グレード A) 

 

③子どもに焦点を当てた介入 

課題志向型アプローチとも重なるが、子どもがスキルを獲得すること，子どもの活動選択，

参加レベルを上げることを優先した作業基盤の介入である．これは子どもの運動障害を治

療することではなく，子どもの自己価値，社会参加を発展させるものである(レビュー, 

Morgan & Long, 2012)．多くの保護者が友達関係が改善したことや成功するための意欲の

向上，達成に対する自信など子どもの QOL の改善を挙げていた（インタビュー, Segal et 

al., 2002; Mandich et al., 2003; Missiume et al., 2006) 

（推奨グレード B) 

 

④サマーキャンプ 

DCD児へのサマーキャンプの効果．子どもが選んだゴールの遂行と満足度が有意に改善

した．自己効力感と参加については定量的な変化はなかったが，親と子どもは新しいことに

チャレンジする自信など参加したことでのポジティブな利益を報告した．そして障害につ

いて更に学習した（エビデンスレベル 4, Zwicker et al., 2015)． 

（推奨グレード C1) 

 

■エビデンス 

DCD児への介入方法のエビデンスについてメタ分析を行ったところ，課題指向型アプロ

ーチは効果量が高く(dw=0.89)，その効果があることが示されている（エビデンスレベル 1a, 

Smits-Engelsman et al., 2013)．課題特異的アプローチ(task specific)は他への応用がなけ

れば効果的であることが示唆された（レビュー, Mandich et al., 2001)． 

CO-OP介入は Dynamic Performance Analysis (DPA)において数的・質的に改善したこ

とが示された(エビデンスレベル 2a; Hyland & Polatajko, 2012)．4名の DCD児の課題遂

行がコントロール期間に比べ介入期間の方が改善したとする報告がある（エビデンスレベ

ル 3; Capistran & Martini, 2016）。CO-OPは訓練していない課題にも効果が波及していた

とする報告もある（エビデンスレベル 4; Capistran et al., 2016)．CO-OPはメタ分析で、

DCD児に十分なエビデンスがあることが確認されており（Preston et al., 2017）、推奨レベ

ル Aであるとされている(Blank et al., 2019)。 

子どもに焦点を当てた介入については、多くの保護者が友達関係が改善したことや成功

するための意欲の向上，達成に対する自信など子どもの QOLの改善を挙げていた（インタ

ビュー, Segal et al., 2002; Mandich et al., 2003; Missiume et al., 2006) 。 

サマーキャンプの効果については、子どもが選んだゴールの遂行と満足度が有意に改善

した．（エビデンスレベル 4, Zwicker et al., 2015)． 
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３．子どもを取り巻く人への介入は効果あるか？ 

■推奨 

①学校コンサルテーション 

DCD児への支援は、医療機関や福祉機関だけで完了することはない。学校での教師の理

解や支援を促したり、級友への介入をすることなどが必要となる。これまで作業小胞子が、

学校への訪問，巡回相談などで教師へのコンサルテーションを実施している（エビデンスレ

ベル 5, 笹田, 2014; エビデンスレベル 5, 加藤, 2014) ．まだ、体系的な効果検証はなされ

ていないが、必要不可欠な取り組みであると言える。（推奨グレード C1)  

 

■エビデンス 

学校への訪問，巡回相談などで教師へのコンサルテーションを実施し，児童の協調運動の

運動への支援を行っている報告がある （エビデンスレベル 5, 笹田, 2014; エビデンスレベ

ル 5, 加藤, 2014) ． 
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第 5章 現状と展望 

 本ガイドラインでは，2016年までの文献に基づく，DCDの評価や作業療法に関してまと

めた．海外の論文に比べ，国内の論文が少なかった．これは，DCDの診断や研究の歴史が

影響していると考えられる．前述したように DCDの診断が使われるようになってから歴史

が浅いことに加え，作業療法領域では DCDが別の診断名で紹介されてきた経緯がある．そ

のため，実際作業療法領域で行われてきた DCD児への評価や作業療法が DCDというキー

ワードでは，検索できなかった可能性もある．本邦での DCD児への評価や作業療法の研究

はまだ少ないが，海外では DCD児に対する評価や作業療法の報告は多く，作業療法領域で

DCD児への評価や介入が積極的に行われていることがわかる．今後，本邦でも，DCDに対

する作業療法士による評価や介入が多く行われることが期待される． 

 本ガイドライン作成時点では，MABC-2，DCDQ など世界でゴールドスタンダードとな

っている検査が本邦では標準化されていなかった．今後，これらの評価が本邦でも標準化さ

れれば，作業療法士の間でも用いられることになるであろう．ただし，現在は JMAP，JPAN

などが用いられることが多いことがわかった． 

 作業療法との観点からは DCD児の活動・参加に関わる支援が重要であるが，本ガイドラ

インでは関係する論文が少なくクリニカルクエスチョンとして取り上げることが難しい状

況でした.また，DCD症状を持つ個人の心理的なサポートの必要性も臨床的には認められる

ことではあるが、それについても十分な先行研究がないこともあり，今回のガイドラインで

は触れることができなかった．今後，第 2 版のガイドライン作成に向けて作業療法の臨床

現場で行われている支援や関連職種との協業内容などについても，論文として多くの会員

が実績を残していくことが必要と考える． 
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